
貸 　 借　  対　  照 　 表
（２０２５年３月３１日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

14,322,849 6,216,144

623,298 3,315,389

341 53,782

86,956 1,876,858

8,679,285 44,740

89,275 226,094

623,640 630,602

131,219 27,048

118,701 30,096

699,915 11,532

3,250,235

19,978

1,218,902 319,278

515,765 60,232

244,122 53,789

375 21,526

5,251 183,730

1,229

20,069 6,535,423

128,394 【純資産の部】

116,322 8,936,269

1,000,000

6,466 3,769,260

3,729 1,625,820

2,736 2,143,440

696,670 4,167,008

169,387 17,500

322,374 4,149,508

193,829 1,245,500

13,257 2,904,008

△ 2,176

70,059

70,059

9,006,328

15,541,752 15,541,752

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

第７３期決算公告
２０２５年６月１９日

東京都中央区晴海１－８－１０
ロジスティードエクスプレス株式会社

代表取締役　名取 一茂

受 取 手 形 リ ー ス 債 務

金　　　額

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 営 業 未 払 金

電 子 記 録 債 権 未 払 金

営 業 未 収 入 金 未 払 法 人 税 等

契 約 資 産 契 約 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

未 収 入 金 未 払 費 用

未 収 還 付 法 人 税 等 前 受 金

未 収 消 費 税 等 預 り 金

前 払 金 そ の 他

預 け 金

そ の 他

有 形 固 定 資 産 リ ー ス 債 務

建 物 退 職 給 付 引 当 金

構 築 物 預 り 保 証 金

機 械 及 び 装 置 資 産 除 去 債 務

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品 負 債 合 計

土 地

リ ー ス 資 産 株 主 資 本

資 本 金

無 形 固 定 資 産 資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア 資 本 準 備 金

施 設 利 用 権 そ の 他 資 本 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 剰 余 金

投 資 有 価 証 券 利 益 準 備 金

差 入 保 証 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産 別 途 積 立 金

そ の 他 繰 越 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計



（単位：千円）

科　　目 金　　　　　　額

36,608,198

33,275,648

3,332,550

2,966,468

366,081

1,733

6,366

1,348

732

52,695

4,258 67,134

1,137

211

9

167 1,526

431,689

3,256 3,256

428,433

106,025

31,094 137,119

291,313

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

補 助 金 収 入

損 　益 　計 　算　 書

自 ２０２４年４月　１日

至 ２０２５年３月３１日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

経 常 利 益

事 務 手 数 料

為 替 差 益

支 払 利 息

長 期 前 払 費 用 償 却

租 税 公 課

そ の 他

営 業 外 費 用

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

固 定 資 産 処 分 損

特 別 損 失



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券 
　　市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

　　市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法

(2)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 (リース資産を除く) 定額法

② 無形固定資産 (リース資産を除く) 定額法

③ リース資産 　 　　 　  　        　  　   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の定額法

(3)引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等

　特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法）の見込額に基づき計上して

　おります。

(4)収益及び費用の計上基準

  当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日改正）及び

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年3月26日改正）を適用しており、

以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識する。

 当社は、顧客の要望にあわせて総合的な物流サービスを提供しており、顧客との契約に当たっては、

契約が備えるべき特性の存在及び経済的実質が契約へ反映されていることを認識するとともに、

当該契約の下で顧客へ移転することを約定した財又はサービスの識別を行い、

個別に会計処理される履行義務を識別しています。

 取引価格の算定においては、顧客へ約束した財又はサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる

対価の金額で測定しております。なお、顧客との契約には重要な金融要素は含まれておりません。

 当社では取引価格を各履行義務へ配分する必要のある契約を有しておりませんが、将来、配分の必要性のある契約が

締結された場合には、各履行義務を構成する財又はサービスを独立販売価格の比率で配分し収益の認識を行います。

 収益の認識は、履行義務が要件を満たす場合に限り、その基礎となる財又はサービスの支配を一時点又は
一定期間にわたり認識しております。

２．表示方法の変更に関する注記

(1)貸借対照表

前事業年度において、流動資産の「未収入金」に含めて表示しておりました「未収消費税等」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

３．重要な会計上の見積りに関する注記

該当事項はありません。

個　別　注　記　表



４．貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額

千円

(2)関係会社に対する金銭債権・債務

金銭債権 千円
金銭債務 千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売上高 千円
仕入高 千円
販売費及び一般管理費 千円

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の主な内容は、退職給付引当金超過額、減価償却超過額、未払賞与否認等であります。
なお、評価性引当額は、５９百万円であります。
また、繰延税金負債の主な内容は、その他有価証券評価差額金、資産除去債務に対する除去費用等であります。

７．金融商品に関する注記
(1)金融商品の状況に関する事項
　当社は資金運用については短期的な預金と親会社への預け金等に限定し、また資金調達については、
親会社からの融資による方針です。
　営業未収入金、受取手形、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を
図っております。
　営業未払金である買掛金につきましては、全て１年以内の支払期日であります。

(2)金融商品の時価等に関する事項
　現金及び預金、関係会社預け金、営業未収入金、未収入金、受取手形、電子記録債権、営業未払金、未払金は
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

（注）貸借対照表に計上している非上場株式（貸借対照表計上額28,267千円）は、市場価格のない株式になります。

８．関連当事者との取引に関する注記
(1)親会社及び法人主要株主等

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(注１)運送及び作業受託については、国土交通省届出運賃、市場価格・総原価を勘案し、
　 親会社が希望価格を提示し、決定しております。

(注２)資金の預入については、ロジスティード株式会社との間で基本契約を締結しているものであります。
   利息の受取については市場金利を勘案して決定しております。

(注３)業務委託費については、輸送業務等に帰属するべき一定の営業利益について、独立企業間価格算定方法の内、

   取引単位営業利益法を用いて算定し、当社に帰属する利益を超過する営業利益の額を対価額としております。

(注４)ブランド使用料については、グループ内取引を除いた連結消去後の外部売上高に料率を乗じて徴収額を

   決定しております。

1,653,718

23,582
463,663

1,957,188

3,909,834

860,769

運送及び作業受託
(注１)

23,582営業未収入金 659,599

資金の預入 248,804

利息の受取 1,546

業務委託費
(注３)

1,477,113未払金 1,624,824

ブランド使用料の支払
(注４)

293,449未払金 28,894

期末残高
（千円）

資金の預入及び利息の受取
(注２)

3,250,235

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）
割合

取引の内容
取引金額
（千円）

科目

親会社 ロジスティード株
式会社

被所有
直接 100.0%

関連当事者との関係

運送及び作業受託

ロジスティードグループ会
社間の資金集中取引

物流事業に係る包括的業務
の委託



(2)兄弟会社等

取引条件ないし取引条件の決定方針等
①運送及び作業受託については、国土交通省届出運賃、市場価格・総原価を勘案し、
  市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

②運送及び作業委託については、市場価格・総原価・市場実勢を勘案して
取引会社との価格交渉の上で決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記

(１)１株当たり純資産額 22,515円82銭

(２)１株当たり当期純利益 728円28銭

１０．収益認識に関する注記
 当社フォワーディング事業においては、陸上・海上・航空の輸送手段を利用した国際一貫輸送などの物流業務の
包括的受託等を行っております。
 当該業務は、現在までに完了した作業を他の企業が大幅なやり直しをする必要がないと評価できるため、
海上輸送等においては、目的地までの距離や期間の進捗度に応じた計算により収益を認識しております。

 国際貿易に関するサービスの履行義務はサービス提供が完了した一時点で充足されるものであり、

完了時点において収益を認識しております。

 なお、会社計算規則第115条の2第1項に従い、

「収益の分解情報」及び「当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報」の記載は省略しています。

運送及び作業受託 3,020,572営業未収入金 286,037

運送及び作業委託 510,681営業未払金 208,190

運送及び作業受託 511,326営業未収入金 172,682

運送及び作業委託 48,608営業未払金 20,917

運送及び作業受託 466,212営業未収入金 65,912

運送及び作業委託 261,462営業未払金 254,198

運送及び作業受託 232,031営業未収入金 9,144

運送及び作業委託 106,521営業未払金 162,287

運送及び作業受託 31,773営業未収入金 3,089

運送及び作業委託 2,767営業未払金 245,831

運送及び作業受託 253,824営業未収入金 33,428

運送及び作業委託 1,238,732営業未払金 105,322

運送及び作業委託

運送及び作業受託

運送及び作業委託

親会社
の子会
社

LOGISTEED
(Thailand),Ltd.

なし

親会社
の子会
社

LOGISTEED Korea,
Ltd.

なし

親会社
の子会
社

MARS HAVA VE
DENIZ KARGO
TASIMACILIGI
ANONIM SIRKETI

なし

親会社
の子会
社

LOGISTEED China,
Ltd.

なし

親会社
の子会
社

VANTEC LOGISTICS
MEXICO S.A DE
C.V

なし

期末残高
（千円）

親会社
の子会
社

LOGISTEED
America, Inc.

なし

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）
割合

取引の内容
取引金額
（千円）

科目関連当事者との関係

運送及び作業委託

運送及び作業受託

運送及び作業委託

運送及び作業受託

運送及び作業受託

運送及び作業委託

運送及び作業受託

運送及び作業委託

運送及び作業受託


